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証券コード 5280 
平成25年６月３日 

 
株 主 各 位 
 

静岡県静岡市葵区常磐町2丁目4番地の25 
 

 
 

代表取締役社長 吉 田 立 志 

 
第45期定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第45期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。 

 なお､本総会付議事項中には､その決議に定足数を必要とする議案もございます

ので、当日ご出席願えない場合は、後記参考書類をご検討くださいまして、お手

数ながら同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご返送くだ

さいますようお願い申しあげます。 

敬 具 
 

記 
 
1. 日   時 平成25年６月18日（火曜日）午前10時 
2. 場   所 静岡県静岡市葵区昭和町６番の２ 

 アイワンビル ７階アイワンホール 
3. 目 的 事 項 
  報 告 事 項 1.第45期（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

 連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件 

 2.第45期（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 
 事業報告及び計算書類報告の件 

  決 議 事 項 
   第１号議案 剰余金の処分の件 
   第２号議案 定款一部変更の件 
   第３号議案 取締役６名選任の件 
   第４号議案 役員賞与支給の件 

議案の概要は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考
書類」(56頁から60頁まで）に記載のとおりであります。 

 
以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(お 願 い) 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付へご

提出くださいますようお願い申しあげます。 
(お知らせ) 添付書類に修正すべき事情が生じた場合は、インターネットの当社

ウェブサイト(http://www.yoshicon.co.jp/)において、修正後の事
項を掲載させていただきます。 
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添付書類 

事 業 報 告 

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

 
Ⅰ 企業集団の現況に関する事項 

1 事業の経過およびその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州の債務危機を発端にした海

外経済の停滞に加え長引く円高、株安等によるデフレ基調から抜け出すこ

とができず混沌とした状態が続いておりました。しかしながら、政権交代

を機に、その経済政策の期待感から円高修正の動きや株式市況は持ち直し

の兆しが顕著に見られるようになりました。いまだ設備投資や雇用情勢な

どに不透明な部分を残しながらも消費者心理や企業の業況判断にも改善が

見られ、デフレ脱却と景気回復への期待が高まっております。 

当社グループが属する不動産業界でも、大幅な金融緩和や低金利などの

経済政策や地価下落にも歯止めがかかり、安定した状態に戻りつつありま

す。このような環境下にあって、当社グループの不動産事業分野では、常

に変化する消費者ニーズを的確に捉え、分譲マンションや分譲宅地などの

販売物件の早期商品化に取組み、積極的な販売を推進してまいりました。

また、安定的な収益確保を目的に、賃貸収益物件の購入を積極的に行って

まいりました。 

建設土木業界におきましては、受注競争が激化する状況のもと、環境事

業分野では、脱公共工事への脱皮を図るとともに建築用製品や太陽光発電

設備関連製品の販売を強力に進めるとともに、土木用製品についても販売

価格の引き上げや、不動産事業分野との連携強化により受注量の確保をす

べく活動してまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は181億13百万円（前連結会計年度

比33.4％増）、営業利益は21億30百万円（前連結会計年度比43.7％増）、

経常利益は21億２百万円（前連結会計年度比44.9％増）、当期純利益は12

億81百万円（前連結会計年度比67.1％増）となりました。なお、売上高は

過去最高となり、営業利益、経常利益、当期純利益につきましては、２期

連続で過去最高を更新いたしました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

＜環境事業＞ 

環境事業におきましては、公共事業の縮減や低調な設備投資姿勢が継続

するなか、静岡県東部での災害復旧工事への製品の納入や中部電力㈱浜岡

原子力発電所の津波対策工事への生コンクリートの納入などの震災特需に

加え、太陽光発電設備関連製品の販売引渡が行なわれ、増収増益となりま

した。 
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この結果、当該事業の売上高は67億10百万円（前連結会計年度比28.0％

増）、セグメント利益は３億32百万円（前連結会計年度は０百万円のセグ

メント損失）となりました。 

＜レジデンス事業＞ 

レジデンス事業におきましては、平成25年３月完成の分譲マンションや

在庫分譲マンションの引渡しが好調に推移し、大幅な増収増益となりまし

た。 

この結果、当該事業の売上高は50億74百万円（前連結会計年度比24.6％

増）、セグメント利益は10億70百万円（前連結会計年度比26.9％増）とな

りました。 

＜不動産開発事業＞ 

不動産開発事業におきましても、静岡市内の大型商業施設や収益案件、

千葉市内の大型宅地分譲用地や静岡市及び掛川市の宅地分譲用地などの引

渡しが好調に推移し、大幅な増収増益となりました。 

この結果、当該事業の売上高は48億15百万円（前連結会計年度比60.3％

増）、セグメント利益は７億54百万円（前連結会計年度比18.4％増）とな

りました。 

＜賃貸・管理事業＞ 

賃貸・管理事業におきましては、新規に取得した静岡市及び横浜市の賃

貸収益物件や新規オープン駐車場収入等により増収となったものの、これ

ら収益物件取得に係る租税公課負担の発生により減益となりました。 

この結果、当該事業の売上高は12億80百万円（前連結会計年度比19.2％

増）、セグメント利益は３億20百万円（前連結会計年度比8.1％減）とな

りました。 

＜その他＞ 

飲食店売上や衣料品販売、保険代理店収入等で、当該事業の売上高は２

億32百万円（前連結会計年度比25.1％増）、セグメント利益は38百万円

（前連結会計年度比3.8％減）となりました。 

なお、記載金額には消費税等は含まれておりません。 

 

（事業セグメント別売上高） 

区分 
前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比増減(△) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

増減率
(％) 

環境事業 5,243 38.6 6,710 37.0 1,466 28.0

レジデンス
事業 

4,071 30.0 5,074 28.0 1,003 24.6

不動産開発
事業 

3,004 22.1 4,815 26.6 1,810 60.3

賃貸・管理
事業 

1,073 7.9 1,280 7.1 206 19.2

その他 185 1.4 232 1.3 46 25.1

合計 13,579 100.0 18,113 100.0 4,533 33.4
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2 対処すべき課題 

今後の経営環境につきましては、長引く円高や株安から回復の兆しが見

え始めたものの、実質的なデフレ脱却について未だ不透明な状態であり、

景気好転には予断を許さない状況が続くと思われます。 

不動産事業分野におきましては、株高による資産効果、日銀の金融緩和

の影響を受けた金利低下や政府の減税措置などの影響を受けて、個人消費

マインドも少しずつ上向いており、それを受けて雇用情勢や企業の設備投

資も回復基調が予想され、全体的に不動産の動きは概ね堅調に推移するこ

とが見込まれます。 

一方、環境事業分野においては、公共事業の縮減傾向の継続と、景気好

転が未実現な中、企業の設備投資意欲が本格的に回復するとは考えづらい

状況であります。したがって、競合メーカーとの受注競争の激化が想定さ

れ、引き続き厳しい事業環境が継続するものと思われます。しかしながら、

安定的な需要が見込める建築製品や太陽光発電設備による売電事業などは、

堅調に推移することが想定されます。また、今期より取組んでまいりまし

た太陽光発電設備関連製品の販売も、引き続き強化してまいります。さら

に、新たな需要の掘り起こしと新製品の開発及び販売を推進してまいりま

す。 

 

セグメントごとの見通しを示すと次のとおりであります。 

＜環境事業＞ 

環境事業におきましては、引き続き公共事業だけに頼らない体質への改

善を強力に推し進めてまいります。不動産開発事業との連携強化や、取引

先建設会社や設計事務所との関係強化を図り、民間の土地開発に伴った製

品等の販路拡大を強化してまいります。特に地盤に向けた特長のある製品

開発、コンクリートにこだわらない製品の生産、取り扱いを進めてまいり

ます。次期は県外の大型物件として、霊園関係の特殊製品の受注を確定さ

せると同時に生産、販売を目指しております。 

本格的に始まりました太陽光発電事業は、自社の売電事業も堅調に推移

するとともに、太陽光設備の工事、販売事業も大型物件の受注を獲得し、

さらに大手メーカーの太陽光関連の基礎部品の生産、工事受注を目指して

おります。自社売電も含め不動産の有効活用の提案を強化、推進してまい

ります。 

また、高付加価値オリジナル製品として、住宅基礎「エンブルベース」

や、現在評定を進めております建築物地盤改良工法「エンブルパイル」、

プラスチック製駐車場芝生保護材「エンブルグリーン」などの積極的な全

国販売の促進を図ってまいります。その他、大手住宅総合メーカーとの共

同開発での「軽量外壁パネル」やコンクリート建築部材では安定的な供給

体制の維持、向上に注力するとともに、監視カメラシステム、プラスチッ

ク製の水路、電線関連製品の取り扱いを推進してまいります。 

環境事業は従来の事業構造の改革により成長産業への変化を推進してま

いります。 
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＜レジデンス事業＞ 

レジデンス事業におきましては、分譲マンションでは、独自の設計から

販売後のマンション管理及び各種サービスも含め、より快適な生活空間を

兼ね備えた物件を積極的に提供してまいります。具体的には、県内に５棟

（三島市・富士市・静岡市駿河区・袋井市・磐田市）の供給を予定してお

ります。 

また、平成27年３月期販売予定の分譲マンション物件に関しましても平

成25年９月までに発注すべく準備を進めてまいります。さらに、中長期的

な取組みとして県外への展開、再開発事業、医療関係事業にも積極的に取

組んでまいります。 

＜不動産開発事業＞ 

不動産開発事業におきましては、宅地分譲事業では、ハウスメーカーや

エンドユーザーのニーズにあわせ、県内外において積極的に宅地供給をし

てまいります。主には、神奈川県、富士市、静岡市、藤枝市、島田市、袋

井市、磐田市などの供給を予定しております。 

その他、顕在化した商業・工業・物流施設誘致や、投資家用収益不動産

等の中長期の不動産開発にも軸足を置いて、業務領域の拡大を図ってまい

ります。 

＜賃貸・管理事業＞ 

賃貸事業におきましては、法人営業を中心とした活動にシフトし、賃貸

用マンション・商業施設・工業施設や駐車場物件の新規獲得と既存賃貸物

件の稼働率の維持、向上に注力してまいります。 

管理事業におきましては、アフターサービスはもとより、居住生活のサ

ポートを行うために体制を強化し、新たな収益獲得を推進してまいります。

また、設計部門におきましては、独自性をもった企画提案並びに建設を行

い、フィーの獲得を目指してまいります。 

＜その他＞ 

その他事業分野におきましては、食を通して心と体の「健康」を実現す

るために様々なサービスを提供するとともに、当社グループの情報力・人

脈などを活用し稼働率の維持、向上を図り、さらなる安定的な経営基盤の

構築を目指してまいります。 

 

これらにより、当社グループの平成26年３月期の連結通期の業績予想と

いたしましては、売上高213億円、営業利益24億50百万円、経常利益24億

円、当期純利益14億50百万円を見込んでおります。 
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3 設備投資等及び資金調達の状況 

当連結会計年度における設備投資の総額は、13億64百万円となりました。

その主なものは、事業用の機械装置等の取得によるものであります。 

なお、資金調達の状況につきまして、特記すべき事項はありません。 

 

4 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

5 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

6 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務承継の状

況 

該当事項はありません。 

 

7 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 
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8 財産および損益の状況の推移 
 

区 分 
第42期 

(平成22年３月度)
第43期 

(平成23年３月度)
第44期 

(平成24年３月度)

第45期 
(当連結会計年度) 
(平成25年３月度) 

売 上 高 （千円） 12,166,373 12,084,421 13,579,646 18,113,526

経 常 利 益 （千円） 331,217 640,977 1,450,683 2,102,037

当 期純 利益 （千円） 245,069 368,876 766,413 1,281,043

１株当たり当期純利益 （円） 32.14 48.60 101.93 172.36

総 資 産 額 （千円） 14,802,044 15,950,952 17,193,256 18,771,039

１株当たり純資産額 （円） 1,047.64 1,085.32 1,193.96 1,364.52

 

9 重要な親会社および子会社の状況 

(1) 親会社との関係 

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な子会社の状況 
 
会   社   名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容 

株式会社ワイシーシー 30,000千円 99.0％ 不動産賃貸業 

株式会社ＹＣＦ 39,900千円 99.3％ 飲食事業、衣料品事業 
 

(注) 連結子会社は上記の重要な子会社２社であります。 

 

(3) 重要な関連会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容 

静岡ニュータウン開発株式会社 40,000千円 25.0％ 不動産開発事業 
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10 主要な事業内容 

レジデンス事業 

 マンション分譲、戸建住宅の販売 

不動産開発事業 

 不動産の売買、仲介、信託受益権販売業 

賃貸・管理事業 

 不動産の仲介、賃貸借、管理 

環境事業 

 コンクリート二次製品の製造販売、生コンクリートの製造販売 

 土木・建築資材、太陽光発電設備の販売、工事の請負 

その他 

 保険代理店業、飲食事業、衣料品事業 

 

11 主要な営業所および工場 
 

名      称 所    在    地 

本 社 静岡県静岡市葵区常磐町2丁目4-25 

大 井 川 工 場 静岡県焼津市利右衛門2622番地 

西 島 工 場 静岡県焼津市西島342番59 

遠 州 工 場 静岡県菊川市嶺田5100番地 

不 動 産 開 発 事 業 本 部 静岡県静岡市葵区常磐町２丁目4-25 ＹＣビル4Ｆ 

沼 津 営 業 所 静岡県沼津市大手町5丁目3-22 沼津三交インビル２Ｆ 

環 境 事 業 本 部 静岡県静岡市葵区常磐町２丁目4-25 ＹＣビル5Ｆ 

東 部 営 業 所 静岡県沼津市大手町5丁目3-22 沼津三交インビル２Ｆ 

中 部 営 業 所 静岡県静岡市葵区常磐町2丁目4-25 ＹＣビル５Ｆ 

志 榛 営 業 所 静岡県焼津市利右衛門2622番地 

遠 州 営 業 所 静岡県菊川市嶺田5100番地 

株式会社ワイシーシー 静岡県静岡市葵区常磐町2丁目4-25 

株 式 会 社 Ｙ Ｃ Ｆ 静岡県静岡市葵区常磐町2丁目4-25 
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12 従業員の状況 

企業集団の従業員の状況 
 

区 分 
当 連 結 会 計
年度末従業員数

前 連 結 会 計
年度末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

男性 128名 2名減 42.0才 14.7年 

女性 15名 1名減 34.7才 8.7年 

合計又は平均 143名 3名減 41.2才 14.1年 
 

(注) 上記には臨時従業員（70名）、請負により生産に従事している作業者は含ま
れておりません。なお、臨時従業員数には、季節工、パートタイマー及び嘱
託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

 
13 主要な借入先 
 

借     入     先 
借 入 金 残 高  

（百万円） 

株式会社静岡銀行 2,583 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 783 

株式会社みずほ銀行 695 

静岡県信用農業協同組合連合会 243 

株式会社商工組合中央金庫 227 

株式会社日本政策金融公庫 223 

株式会社三井住友銀行 200 

島田信用金庫 65 

静岡信用金庫 30 
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Ⅱ 会社の株式に関する事項 
1 発行済株式総数 7,417,945株（自己株式数612,303株を除く。） 

 

2 株主数 482名

 

3 単元株式数 1,000株

 

4 大株主の状況 

株    主    名 持 株 数 持 株 比 率 

千株 ％

ワイズ株式会社 2,019 27.21 

吉田 幾男 1,745 23.53 

ヨシコン取引先持株会 330 4.45 

太平洋セメント株式会社 320 4.31 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 248 3.35 

株式会社静岡銀行 248 3.35 

株式会社みずほ銀行 248 3.35 

株式会社商工組合中央金庫 218 2.94 

株式会社ザ・トーカイ 202 2.72 

静岡県信用農業協同組合連合会 100 1.34 
 

(注) 持株比率は、自己株式（612,303株）を控除して算定しております。 

 
5 その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項 
1 当事業年度末日において当社役員が有する新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 

2 当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の内容等 

該当事項はありません。 

 

3 その他新株予約権等に関する重要な事項等 

該当事項はありません。 
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Ⅳ．会社役員に関する事項 
1 取締役および監査役の氏名等（平成25年３月31日現在） 
 
会社における地位 氏    名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役社長 吉田 立志  

専 務 取 締 役 笠原 弘道 レ ジ デ ン ス 事 業 本 部 長 

常 務 取 締 役 池田 寛 環 境 事 業 本 部 長 

常 務 取 締 役 大塚 達郎 不 動 産 開 発 事 業 本 部 長 

常 務 取 締 役 吉田 尚洋 
経営管理本部長兼不動産開発
事業副本部長兼企画室長 

取 締 役 高田 辰男 
レジデンス事業本部副本部長
兼エンブル事業部長 

常 勤 監 査 役 中村 昇  

監 査 役 青木 敬 青木敬税理士事務所所長 

監 査 役 松山 和弘  
 
(注) 1. 監査役中村昇氏、青木敬氏及び松山和弘氏は、社外監査役であります。 
   2. 監査役青木敬氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであり、大阪証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定しております。 

   3. 平成25年４月１日付で、吉田尚洋氏が代表取締役副社長に就任しており
ます。 

   4. 当該事業年度中に辞任した監査役は、次のとおりであります。 
     （氏  名）  （辞任時の地位及び担当）  （辞任年月日） 
      井出 文彦   常勤監査役         平成24年６月22日 

 

2 取締役および監査役の報酬等の額 

取締役 ６名 231,535千円 
監査役 ４名 7,000千円（うち社外 ３名 5,800千円）

(注)    上記報酬等の額には、平成25年６月18日開催の第45期定時株主総会にお
いて決議予定の役員賞与80,000千円（取締役６名及び監査役３名 80,000
千円）を含んでおります。 

 

3 社外役員に関する事項 

(1)監査役 中村 昇 

ア 重要な兼職先と当社との関係 

当社との間に重要な取引関係はありません。 

イ 当事業年度における主要な活動状況 

 1)取締役会への出席状況及び発言状況 

当事業年度に開催した取締役会の全てに出席しております。また、

出席した取締役会において社外監査役として、報告事項や決議事項

について適宜質問し、金融機関での審査等の経験から経営全般の意

見を述べております。 
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 2)監査役会への出席状況及び発言状況 

当事業年度に開催した監査役会の全てに出席し、社外監査役として

行った監査内容を報告し、専門的な立場から意見を述べております。 

 

(2)監査役 青木 敬 

ア 重要な兼職先と当社との関係 

他の法人等の業務執行取締役等の兼任状況 

青木敬税理士事務所の所長でありますが、当社との間に重要な取引

関係はありません。 

イ 当事業年度における主要な活動状況 

 1)取締役会への出席状況及び発言状況 

当事業年度に開催した取締役会の全てに出席しております。また、

出席した取締役会において社外監査役として、報告事項や決議事項

について適宜質問し、税務・会計の専門的な立場から意見を述べて

おります。 

 2)監査役会への出席状況及び発言状況 

当事業年度に開催した監査役会の全てに出席し、社外監査役として

行った監査内容を報告し、専門的な立場から意見を述べております。 

 

(3)監査役 松山 和弘 

ア 重要な兼職先と当社との関係 

当社との間に重要な取引関係はありません。 

イ 当事業年度における主要な活動状況 

 1)取締役会への出席状況及び発言状況 

当事業年度に開催した取締役会の全てに出席しております。また、

出席した取締役会において社外監査役として、報告事項や決議事項

について適宜質問し、警察業務従事の経験を活かし法務事項やリス

ク管理の見地から意見を述べております。 

 2)監査役会への出席状況及び発言状況 

当事業年度に開催した監査役会の全てに出席し、社外監査役として

行った監査内容を報告し、専門的な立場から意見を述べております。 
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Ⅴ 会計監査人の状況 
1 会計監査人の名称 

有限責任監査法人トーマツ 

 
2 責任限定契約の内容の概要 

当社は、平成18年６月23日開催の第38期定時株主総会で定款を変更し、会

計監査人の責任限定契約に関する規定を設けております。 

当該定款に基づき当社が会計監査人有限責任監査法人トーマツと締結した

責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。 

 

会計監査人の責任限定契約 

会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ

の職務を行うにつき故意又は重大な過失があった場合を除き、会計監査人と

しての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、又は受け

るべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗

じて得た額を限度として損害賠償責任を負担するものとする。 

 

3 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

(1)公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 22,000千円 

(2)当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額 22,000千円 

 （注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、

実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこ

れらの合計額を記載しております。 

 

4 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 

 

5 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

特に定めておりません。 
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Ⅵ 会社の体制及び方針 
 1. 業務の適正を確保する体制 

 

(1)  取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

①コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章及びコンプライアンス

ガイドラインを定める。 

社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制システムの構築・

維持・向上を推進する。 

②内部監査部門として執行部門から独立した内部監査室を置く。 

③取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重

要な事実を発見した場合には直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく

経営戦略会議に報告するものとする。 

④法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての内部通報制度

として、常勤監査役を直接の情報受領者とする内部通報システムを整備し、

内部通報規程に基づきその運用を行うこととする。 

⑤監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると

認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができ

るものとする。 

 

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報については、情報管理規程に基づきその保存

媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、

必要に応じて10年間は閲覧可能な状態を維持することとする。 

 

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、個々のリスクについての管

理責任者についての体制を整えることとする。 

②リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクにつ

いての管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、

情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織

し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整

える。 

 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎

として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開

催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については

事前に取締役・執行役員によって構成される経営戦略会議において議論を行

い、その審議を経て執行決定を行うものとする。 
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(5) 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

①グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全てに適

用する行動指針として、グループ会社行動憲章を定め、これを基礎として、

グループ各社で諸規程を定めるものとする。 

経営管理については、グループ会社経営管理基本方針を定め、子会社管理

規程に従い、当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うもの

とし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。 

取締役は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関

する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとする。 

②子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、コ

ンプライアンス上問題があると認めた場合には、内部監査室に報告するも

のとする。内部監査室は直ちに監査役に報告を行うとともに、意見を述べ

ることができるものとする。監査役は意見を述べるとともに、改善策の策

定を求めることができるものとする。 

 

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項 

①監査役の職務を補助すべき使用人に関する規程を定め、監査役の職務を補

助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命することと

する。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、

人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が

決定することとし、取締役からの独立を確保するものとする。 

②監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。 

 
(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告

に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制 

①取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項及び時期についての規程を定

めることとし、当該規程に基づき、取締役及び使用人は当社の業務または

業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度報告するものとする。

前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対

して報告を求めることができることとする。 

②内部通報制度の適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコン

プライアンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保するもの

とする。 

 

2. 株式会社の支配に関する基本方針 

該当事項はありません。 
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連結貸借対照表 
 

（平成25年３月31日現在） 
(単位：千円) 

 
科     目 金   額 科     目 金   額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

 流 動 資 産 12,228,813  流 動 負 債 6,165,836

  現 金 及 び 預 金 1,236,657   支払手形及び買掛金 1,485,538

  受取手形及び売掛金 1,303,657   短 期 借 入 金 2,496,150

  商 品 及 び 製 品 627,181   １年内返済予定の長期借入金 923,067

  仕 掛 品 5,937   リ ー ス 債 務 14,543

  原 材料 及び 貯蔵 品 38,848   未 払 金 542,974

  販 売 用 不 動 産 8,571,869   未 払 法 人 税 等 295,692

  未 成 工 事 支 出 金 53,422   賞 与 引 当 金 50,324

  繰 延 税 金 資 産 105,113   役 員 賞 与 引 当 金 80,000

  そ の 他 311,878   そ の 他 277,545

  貸 倒 引 当 金 △25,752  固 定 負 債 2,480,588

 固 定 資 産 6,542,226   長 期 借 入 金 1,633,872

  有 形 固 定 資 産 5,858,909   リ ー ス 債 務 25,015

   建 物 及 び 構 築 物 2,052,322   繰 延 税 金 負 債 218,997

   機械装置及び運搬具 1,227,066   資 産 除 去 債 務 14,812

   土 地 2,498,947   そ の 他 587,890

   リ ー ス 資 産 37,675 負 債 合 計 8,646,424

   そ の 他 42,898 （ 純 資 産 の 部 ）

  無 形 固 定 資 産 47,903  株 主 資 本 10,104,330

  投資その他の資産 635,412   資 本 金 1,652,065

   投 資 有 価 証 券 222,024   資 本 剰 余 金 1,854,455

   長 期 貸 付 金 2,688   利 益 剰 余 金 6,796,645

   そ の 他 464,513   自 己 株 式 △198,835

   貸 倒 引 当 金 △53,813  その他の包括利益累計額 17,568

   その他有価証券評価差額金 30,701

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △13,133

  少 数 株 主 持 分 2,716

 純 資 産 合 計 10,124,615

資 産 合 計 18,771,039 負 債 純 資 産 合 計 18,771,039

 



( 18 ) 

連結損益計算書 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：千円) 
 

科          目 金          額 

売 上 高  18,113,526 

売 上 原 価  13,992,439 

売 上 総 利 益  4,121,086 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,990,272 

営 業 利 益  2,130,813 

営 業 外 収 益   

 受 取 利 息 426  

 受 取 配 当 金 3,780  

 仕 入 割 引 19,537  

 不 動 産 取 得 税 還 付 金 4,087  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5,237  

 受 取 賃 貸 料 6,513  

 受 取 手 数 料 8,103  

 そ の 他 26,225 73,912 

営 業 外 費 用   

 支 払 利 息 97,194  

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 2,029  

 そ の 他 3,464 102,688 

経 常 利 益  2,102,037 

特 別 利 益   

 固 定 資 産 売 却 益 68,396 68,396 

特 別 損 失   

 固 定 資 産 除 却 損 28,695  

 減 損 損 失 40,477  

 退 職 給 付 制 度 改 定 損 28,973 98,146 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,072,287 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 394,512  

 法 人 税 等 調 整 額 396,156 790,669 

少数株主損益調整前当期純利益  1,281,618 

 少 数 株 主 利 益  574 

当 期 純 利 益  1,281,043 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで) 

(単位：千円) 
 

科             目 金   額 

株主資本  

 資本金  

  当期首残高 1,652,065 

  当期末残高 1,652,065 

 資本剰余金  

  当期首残高 1,854,455 

  当期末残高 1,854,455 

 利益剰余金  

  当期首残高 5,601,507 

  連結会計年度中の変動額  

   剰余金の配当 △85,905 

   当期純利益 1,281,043 

   連結会計年度中の変動額合計 1,195,138 

  当期末残高 6,796,645 

 自己株式  

  当期首残高 △175,884 

  連結会計年度中の変動額  

   自己株式の取得 △22,951 

   連結会計年度中の変動額合計 △22,951 

  当期末残高 △198,835 

 株主資本合計  

  当期首残高 8,932,143 

  連結会計年度中の変動額  

   剰余金の配当 △85,905 

   当期純利益 1,281,043 

   自己株式の取得 △22,951 

   連結会計年度中の変動額合計 1,172,186 

  当期末残高 10,104,330 



( 20 ) 

科             目 金   額 

その他の包括利益累計額  

 その他有価証券評価差額金  

  当期首残高 1,032 

  連結会計年度中の変動額  

   株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 29,669 

   連結会計年度中の変動額合計 29,669 

  当期末残高 30,701 

 繰延ヘッジ損益  

  当期首残高 △14,237 

  連結会計年度中の変動額  

   株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 1,104 

   連結会計年度中の変動額合計 1,104 

  当期末残高 △13,133 

 その他の包括利益累計額合計  

  当期首残高 △13,205 

  連結会計年度中の変動額  

   株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 30,773 

   連結会計年度中の変動額合計 30,773 

  当期末残高 17,568 

少数株主持分  

 当期首残高 2,142 

 連結会計年度中の変動額  

  株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 574 

  連結会計年度中の変動額合計 574 

 当期末残高 2,716 

純資産合計  

 当期首残高 8,921,080 

 連結会計年度中の変動額  

  剰余金の配当 △85,905 

  当期純利益 1,281,043 

  自己株式の取得 △22,951 

  株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 31,348 

  連結会計年度中の変動額合計 1,203,535 

 当期末残高 10,124,615 
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【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等】 
 

1. 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の名称 

株式会社ワイシーシー 

株式会社ＹＣＦ              計２社 

 株式会社ＹＣＦは平成24年７月１日付で、株式会社ワイシーを存続会

社とする吸収合併により消滅したため、第２四半期連結会計期間より連

結の範囲から除外しております。なお、株式会社ワイシーは株式会社Ｙ

ＣＦに商号変更しております。 

2. 持分法の適用に関する事項 

  (1)持分法を適用した関連会社名 

静岡ニュータウン開発株式会社          １社 

(2)持分法を適用しない関連会社名 

株式会社ユウノー                  １社 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

      ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの  連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

   ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品、原材料、貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定） 

   製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

   販売用不動産、未成工事支出金 個別原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

 なお、販売用不動産のうち、賃貸

中の物件については、定額法による

減価償却費相当額を減額しておりま

す。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 定率法 

(ただし、賃貸事業用の有形固定資

産については定額法) 

主な耐用年数 

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具 ４～17年

その他 ３～10年

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における見込

利用可能期間（５年）による定額法 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法 

(なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。） 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年

度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

役員賞与引当金 役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度

に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 重要なヘッジ会計の方法 

   ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 

デリバティブ取引（金利スワップ) 

ヘッジ対象 

借入金 

   ヘッジ方針 金利変動リスクに対し、ヘッジ対象

と高い有効性があるとみなされるヘ

ッジ手段を個別対応させて行いま

す。 
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   ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にしてヘッジ

有効性を評価しております。 

   ② 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただ

し、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は発生連結会計年度

の期間費用としております。 

 

【会計方針の変更】 
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24

年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。 

 なお、これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響は軽微であります。 

 

【追加情報】 
（所有目的の変更） 

 販売用不動産として保有していた土地124,481千円を所有目的の変更により、

当連結会計年度に有形固定資産に振替えております。 
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【連結貸借対照表に関する注記】 
1. 減価償却累計額  

 有 形 固 定 資 産    6,207,427千円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

     ①担保に供している資産 

 現 金 及 び 預 金 200,000千円

 販 売 用 不 動 産 1,103,838千円

 建 物 及 び 構 築 物 1,245,708千円

 機械装置及び運搬具 3,893千円

 土 地 1,708,888千円

 投 資 有 価 証 券 82,294千円

 合 計 4,344,622千円

     ②担保に係る債務  

 支払手形及び買掛金 22,684千円

 未 払 金 21千円

 短 期 借 入 金 1,351,150千円

 1年内返済予定の長期借入金 911,047千円

 長 期 借 入 金 1,609,968千円

 合 計 3,894,872千円

3. 受取手形裏書譲渡高 401,421千円

4. 連結会計年度末日満期手形  

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決

済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形

が連結会計年度末日の残高に含まれております。 

   受取手形 12,003千円

   裏書譲渡手形 23,128千円

5. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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【連結損益計算書に関する注記】 
1. 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

主な用途 種類 金額（千円） 場所 

事業用資産 建物及び構築物等 23,886千円 静岡県菊川市 

事業用資産 建物及び構築物等 10,290千円 静岡県富士市 

事業用資産 建物及び構築物等 6,299千円 静岡県焼津市 

 当社グループは、原則として事業用資産については管理会計上の区分で、賃貸用資

産については個別物件単位でグルーピングを実施しております。上記グループの資産

については、収益性が著しく低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（40,477千円）として特別損失に計上しております。 

 なお、回収可能価額は使用価値により測定した結果、その帳簿価額全額を減額して

おります。 

 

2. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 
1. 発行済株式の種類及び総数 

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度 
期末株式数(株) 

 普通株式 8,030,248 － － 8,030,248

 
2. 自己株式の種類及び総数 

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度 
期末株式数(株) 

 普通株式 560,180 52,123 － 612,303

 
3. 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円) 
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 85,905 11.50
平成24年
３月31日

平成24年
６月25日

 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結

会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類
配当金の総額

(千円) 
配当の原資 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成25年６月18日 
定時株主総会 

普通株式 96,433 利益剰余金 13.00
平成25年
３月31日

平成25年
６月19日
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4. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる

株式の数 

   該当事項はありません。 

 

5. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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【退職給付に関する注記】 
1. 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社の退職給付制度には、確定拠出年金制度及び厚生年

金基金があります。厚生年金基金制度は、平成９年４月１日から全国住宅

地開発厚生年金基金（総合設立型）に加入しており、要拠出額を退職給付

費用として処理しております。なお、平成25年4月1日より全国住宅地開発

厚生年金基金の給付設計が変更されることになったことに伴い、同日より

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けることを当連結会計年度に

おいて決定しております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関

する事項は次のとおりであります。 

(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成24年３月31日現在） 

年 金 資 産 の 額 25,810,731千円 

年 金 財 政 上 の 給 付 債 務 の 額 35,410,998千円 

差 引 額 △9,600,267千円 

(2)制度全体に占める当社及び連結子会社の掛金拠出割合 

（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 2.10％ 

(3)補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高

5,424,041千円、剰余金△4,176,226千円であります。本制度における過去

勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償却であり、当社及び連結子会

社では、当連結会計年度の連結計算書類上、特別掛金5,163千円を費用処

理しております。 

 

2. 退職給付債務に関する事項（平成25年３月31日現在） 

退 職 給 付 債 務 28,973千円

退 職 給 付 引 当 金 28,973千円

3. 退職給付費用に関する事項（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

確定拠出型年金制度への掛金の要拠出額 15,754千円

厚 生 年 金 基 金 へ の 掛 金 の 要 拠 出 額 27,884千円

退 職 給 付 費 用 43,639千円

なお、特別損失に計上しております退職給付制度改定損28,973千円は、

上記「1. 採用している退職給付制度の概要」に記載した退職給付制度の

改訂に伴い発生した過去勤務債務の一括費用処理額であります。 

 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社及び連結子会社は、退職一時金制度の退職給付債務及び退職給付費

用の算定方法として簡便法を採用しております。 
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【税効果会計に関する注記】 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

流動の部  

 繰延税金資産  

  販 売 用 不 動 産 評 価 損 27,051千円 

  賞 与 引 当 金 18,722千円 

  製 品 評 価 損 17,559千円 

  未 払 事 業 税 22,192千円 

  未 成 工 事 支 出 金 28,948千円 

  繰 越 欠 損 金 28,055千円 

  そ の 他 16,995千円 

  小 計 159,525千円 

  評 価 性 引 当 額 △54,412千円 

  合 計 105,113千円 

 繰延税金負債 －千円 

 繰延税金資産の純額 105,113千円 

固定の部  

 繰延税金資産  

  役 員 長 期 未 払 金 79,837千円 

  貸 倒 引 当 金 24,058千円 

  関 係 会 社 株 式 評 価 損 870千円 

  固 定 資 産 に 係 る 未 実 現 利 益 9,614千円 

  固 定 資 産 減 価 償 却 超 過 額 58,342千円 

  土 地 評 価 損 12,927千円 

  土 地 評 価 差 額 31,941千円 

  繰 越 欠 損 金 26,708千円 

  そ の 他 86,354千円 

  小 計 330,656千円 

  評 価 性 引 当 額 △145,912千円 

  合 計 184,743千円 

 繰延税金負債  

  特 別 償 却 準 備 金 △396,289千円 

  圧 縮 記 帳 積 立 金 △3,659千円 

  そ の 他 △3,792千円 

  合 計 △403,741千円 

 繰延税金資産の純額 △218,997千円 
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が

あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法 定 実 効 税 率 37.2％

（調整） 

 留 保 金 課 税 0.5％

 税 制 改 正 に 伴 う 税 率 差 異 △0.9％

 交際費等永久に損金算入されない項目 0.2％

 住 民 税 均 等 割 等 0.3％

 増 加 試 験 研 究 費 の 税 額 控 除 △0.2％

 評 価 性 引 当 額 0.7％

 役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1.4％

 そ の 他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.2％
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【金融商品に関する注記】 
１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社及び連結子会社は、主に不動産事業の販売事業を行うための棚卸資産購

入計画や、環境事業の製造販売活動を行うための設備投資計画に基づき、必要

な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金

融資産で運用し、また短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等は、そのほとん

どが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リース取引

に係るリース債務は、主に不動産事業の棚卸資産購入や環境事業の設備投資に

必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で10年後

であります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒され

ておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジして

おります。 

デリバティブ取引は、変動金利の借入について支払金利の変動リスクに対す

るヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。 

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有

効性評価の方法については、前述の「4. 会計処理基準に関する事項（4）①

重要なヘッジ会計の方法｣をご参照下さい。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行

っております。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、格付けの高い金融機関とのみ取引を

行っております。 

② 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。 

デリバティブ取引については、支払金利の変動リスクを抑制するために金利

スワップ取引のみを行い、経営管理本部において契約先と残高照合等の管理を

行っております。 
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき経営管理本部が適時に資金繰計画を作

成･更新するとともに、各事業部門における資金需要に応じて手許流動性を確

保することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事

項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と

認められるものは含まれておりません（注２参照）。 
（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 
計 上 額 

時価 差額 

(１) 現金及び預金 1,236,657 1,236,657 －

(２) 受取手形及び売掛金 1,303,657 1,303,657 －

(３) 投資有価証券  

     その他有価証券 187,728 187,728 －

資産計 2,728,044 2,728,044 －

(１) 支払手形及び買掛金 (1,485,538) (1,485,538) －

(２) 短期借入金 (2,496,150) (2,496,150) －

(３) 未払金 (542,974) (542,974) －

(４) 未払法人税等 (295,692) (295,692) －

(５) 長期借入金（1年以内に返済
予定のものを含む） 

(2,556,940) (2,533,900) 23,040

(６) リース債務（1年以内に返済
予定のものを含む） 

(39,558) (38,588) 969

負債計（*） (7,416,854) (7,392,844) 24,010

デリバティブ取引 (20,194) (20,194) －

（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に

関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

 

負債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。 

 

(5) 長期借入金、(6) リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リー

ス取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。 

 

デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの 

該当事項はありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法

ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、

次のとおりであります。 

 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象 

契約額等
(千円) 

契約額等の
うち１年超
(千円) 

時価 
(千円) 

当該時価の 
算定方法

原則的処理 
方法 

 金利スワッ
プ取引 

 支払固定・
受取変動 

長期借入金 798,750 548,406 △20,194

取引先金融
機関から提
示された価
格等によっ
ている。

合計 798,750 548,406 △20,194  
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券  

非上場株式 30,296 

その他有価証券のうち満期があるもの 55,000 

合計 85,296 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「(３) 投資有価証券」には含めておりません。なお、関連会社

株式については記載を省略しております。 

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 1,236,657 － － －

受取手形及び売掛金 1,303,657 － － －

投資有価証券 

 その他有価証券のうち

満期があるもの 
51,000 4,000 － －

合計 2,591,315 4,000 － －

 

(注４) 長期借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

(単位：千円) 

区分 
１年超 

２年以内

２年超 

３年以内

３年超 

４年以内

４年超 

５年以内
５年超 

長期借入金 323,240 258,924 209,284 196,956 645,468

リース債務 8,656 8,656 7,962 3,165 －

合計 331,896 267,580 217,246 200,121 645,468
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【賃貸等不動産に関する注記】 
１．賃貸等不動産の概要 

当社グループでは、静岡県内において、賃貸用のマンション・アパート、商

業施設ビル及び駐車場（土地を含む）を有しております。 

 

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動

並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法 

(単位：千円) 

連結貸借対照表計上額 連結決算日に 

おける時価 当期首残高 当期増減額 当期末残高 

2,258,761 △176,577 2,082,183 2,502,961

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額

であります。 

(注２) 主な変動 

 

  減少は、賃貸等不動産の減価償却費の計上          65,478千円 

賃貸等不動産の事業用不動産への振替        73,945千円 

(注３) 時価の算定方法 

  主として「不動産鑑定評価基準」に基いて自社で算定した金額（指標等を用

いて調整を行ったものを含む。）であります。 

 

３．賃貸等不動産に関する損益 

 当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、155,881千円（主な賃貸収益は売上

高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。 
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【１株当たり情報に関する注記】 
1. １株当たり純資産額 1,364円52銭 

2. １株当たり当期純利益金額 172円36銭 
  
 ※ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。 
 

 当期純利益 1,281,043千円

 普通株主に帰属しない金額 －千円

 普通株式に係る当期純利益 1,281,043千円

 普通株式の期中平均株式数 7,432,547株

  

 

【重要な後発事象に関する注記】 
 該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月20日
 

ヨシコン株式会社 
 

取 締 役 会  御 中

 
 

有限責任監査法人  トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠 原 孝 広 ㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 早 稲 田 宏 ㊞

 
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ヨシコン株式会社の平成24

年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計

算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手

続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算

書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、

内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。 
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監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、ヨシコン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該

連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 

以 上 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書謄本 
 
 

連結計算書類に係る監査報告書 
 

平成25年５月24日 
 
ヨシコン株式会社 

 
代表取締役社長 吉 田 立 志 殿

 
ヨシコン株式会社  監査役会 

 
常勤監査役 中 村   昇 ㊞

 
監 査 役 青 木   敬 ㊞

  
監 査 役 松 山 和 弘 ㊞

 
当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第45期

事業年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連
結株主資本等変動計算書）に関して、協議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。 

 
1. 監査役の監査の方法の概要 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い､ 
連結計算書類について取締役等から報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適
正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計
算書類について検討いたしました。 

2. 監査の結果 
 (1) 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 
 (2) 子会社調査の結果、連結計算書類に関し指摘すべき事項は認められ

ません。 
 
 
 

 
以 上 

 
(注) 監査役中村昇、監査役青木敬及び監査役松山和弘は、会社法第２条第16号

及び第335条第３項に定める社外監査役であります。 
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貸 借 対 照 表 
 

（平成25年３月31日現在） 
(単位：千円) 

 
科     目 金   額 科     目 金   額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
 流 動 資 産 12,026,801  流 動 負 債 6,011,914
  現 金 及 び 預 金 1,176,186   買 掛 金 1,472,089
  受 取 手 形 357,351   短 期 借 入 金 2,410,000
  売 掛 金 939,073   １年内返済予定の長期借入金 870,804
  商 品 及 び 製 品 625,508   リ ー ス 債 務 14,543
  仕 掛 品 5,937   未 払 金 549,461
  原 材料 及び 貯蔵 品 38,848   未 払 費 用 29,170
  販 売 用 不 動 産 8,469,259   未 払 法 人 税 等 295,418
  未 成 工 事 支 出 金 53,422   前 受 金 100,986
  前 払 費 用 43,490   預 り 金 70,719
  繰 延 税 金 資 産 72,696   賞 与 引 当 金 50,057
  そ の 他 270,780   役 員 賞 与 引 当 金 80,000
  貸 倒 引 当 金 △25,752   そ の 他 68,664
 固 定 資 産 6,244,918  固 定 負 債 2,386,489
  有 形 固 定 資 産 5,487,373   長 期 借 入 金 1,533,948
   建 物 1,771,289   リ ー ス 債 務 25,015
   構 築 物 177,264   役 員 長 期 未 払 金 229,200
   機 械 及 び 装 置 1,197,632   繰 延 税 金 負 債 263,772
   車 両 及 び 運 搬 具 25,783   資 産 除 去 債 務 14,812
   工具、器具及び備品 35,245   長 期 預 り 金 260,394
   土 地 2,242,482   そ の 他 59,346

   リ ー ス 資 産 37,675 負 債 合 計 8,398,403

  無 形 固 定 資 産 47,903 （ 純 資 産 の 部 ）
   特 許 権 140  株 主 資 本 9,855,748
   借 地 権 28,551   資 本 金 1,652,065
   ソ フ ト ウ ェ ア 12,088   資 本 剰 余 金 1,854,455
   そ の 他 7,123    資 本 準 備 金 1,854,455
  投資その他の資産 709,641   利 益 剰 余 金 6,548,063
   投 資 有 価 証 券 222,024    利 益 準 備 金 131,222
   関 係 会 社 株 式 58,500    その他利益剰余金 6,416,840
   出 資 金 5,750     特別償却準備金 719,691
   長 期 貸 付 金 3,883     圧縮記帳積立金 6,846
   関係会社長期貸付金 97,500     別 途 積 立 金 4,870,000
   破 産 更 生 債 権 等 47,210     繰越利益剰余金 820,302
   長 期 前 払 費 用 2,358   自 己 株 式 △198,835
   差 入 保 証 金 162,110  評 価 ・ 換 算 差 額 等 17,568
   保 険 積 立 金 133,669   その他有価証券評価差額金 30,701
   そ の 他 127,113   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △13,133

   貸 倒 引 当 金 △150,479 純 資 産 合 計 9,873,316

資 産 合 計 18,271,720 負 債 純 資 産 合 計 18,271,720
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損 益 計 算 書 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：千円) 
 

科          目 金          額 

売 上 高  17,875,844 

売 上 原 価  13,925,415 

売 上 総 利 益  3,950,428 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,899,155 

営 業 利 益  2,051,272 

営 業 外 収 益   

 受 取 利 息 419  

 受 取 配 当 金 3,774  

 仕 入 割 引 19,537  

 不 動 産 取 得 税 還 付 金 4,087  

 受 取 賃 貸 料 3,123  

 受 取 手 数 料 8,052  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 5,237  

 そ の 他 25,698 69,931 

営 業 外 費 用   

 支 払 利 息 92,799  

 そ の 他 3,348 96,148 

経 常 利 益  2,025,055 

特 別 利 益   

 固 定 資 産 売 却 益 68,396 68,396 

特 別 損 失   

 固 定 資 産 除 却 損 28,695  

 減 損 損 失 40,477  

 退 職 給 付 制 度 改 定 損 28,973 98,146 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,995,306 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 387,092  

 法 人 税 等 調 整 額 400,138 787,231 

当 期 純 利 益  1,208,074 
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株主資本等変動計算書 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで) 

(単位：千円) 
 

科            目 金    額 
株主資本 
 資本金 
  当期首残高 1,652,065
  当期末残高 1,652,065
 資本剰余金 
  資本準備金 
   当期首残高 1,854,455
   当期末残高 1,854,455
  資本剰余金合計 
   当期首残高 1,854,455
   当期末残高 1,854,455
 利益剰余金 
  利益準備金 
   当期首残高 131,222
   当期末残高 131,222
  その他利益剰余金 
   特別償却準備金 
    当期首残高 －
    事業年度中の変動額 
     特別償却準備金の積立 726,651
     特別償却準備金の取崩 △6,959
     事業年度中の変動額合計 719,691
    当期末残高 719,691
   圧縮記帳積立金 
    当期首残高 7,348
    事業年度中の変動額 
     圧縮記帳積立金の取崩 △502
     事業年度中の変動額合計 △502
    当期末残高 6,846
   別途積立金 
    当期首残高 4,370,000
    事業年度中の変動額 
     別途積立金の積立 500,000
     事業年度中の変動額合計 500,000
    当期末残高 4,870,000
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科            目 金    額 
   繰越利益剰余金 
    当期首残高 917,323
    事業年度中の変動額 
     剰余金の配当 △85,905
     当期純利益 1,208,074
     特別償却準備金の積立 △726,651
     特別償却準備金の取崩 6,959
     圧縮記帳積立金の取崩 502
     別途積立金の積立 △500,000
     事業年度中の変動額合計 △97,020
    当期末残高 820,302
  利益剰余金合計 
   当期首残高 5,425,894
   事業年度中の変動額 
    剰余金の配当 △85,905
    当期純利益 1,208,074
    特別償却準備金の積立 －
    特別償却準備金の取崩 －
    圧縮記帳積立金の取崩 －
    別途積立金の積立 －
    事業年度中の変動額合計 1,122,168
   当期末残高 6,548,063
 自己株式 
  当期首残高 △175,884
  事業年度中の変動額 
   自己株式の取得 △22,951
   事業年度中の変動額合計 △22,951
  当期末残高 △198,835
 株主資本合計 
  当期首残高 8,756,530
  事業年度中の変動額 
   剰余金の配当 △85,905
   当期純利益 1,208,074
   自己株式の取得 △22,951
   事業年度中の変動額合計 1,099,217
  当期末残高 9,855,748
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科            目 金    額 
評価・換算差額等 
 その他有価証券評価差額金 
  当期首残高 1,032
  事業年度中の変動額 
   株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 29,669
   事業年度中の変動額合計 29,669
  当期末残高 30,701
 繰延ヘッジ損益 
  当期首残高 △14,237
  事業年度中の変動額 
   株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 1,104
   事業年度中の変動額合計 1,104
  当期末残高 △13,133
 評価・換算差額等合計 
  当期首残高 △13,205
  事業年度中の変動額 
   株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 30,773
   事業年度中の変動額合計 30,773
  当期末残高 17,568
純資産合計 
 当期首残高 8,743,325
 事業年度中の変動額 
  剰余金の配当 △85,905
  当期純利益 1,208,074
  自己株式の取得 △22,951
  株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 30,773
  事業年度中の変動額合計 1,129,991
 当期末残高 9,873,316
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【重要な会計方針】 
 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 

 その他有価証券  

     時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法

により算定) 

    時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品、原材料、貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

 製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

 販売用不動産、未成工事支出金  個別原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定） 

 なお、販売用不動産のうち、賃貸中

の物件については、定額法による減価

償却費相当額を減額しております。 
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2. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 定率法 

(ただし、賃貸事業用の有形固定資産

については定額法) 

 主な耐用年数 

建物 ７～47年

構築物 10～50年

機械及び装置 ９～17年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ３～10年

  

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における見込利用可

能期間（５年）による定額法 

 

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法 

（なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。） 

 

3. 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支出に備えるため、当事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。 

役員賞与引当金 役員の賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。 
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4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 

デリバティブ取引（金利スワップ） 

ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ方針 金利変動リスクに対し、ヘッジ対象と

高い有効性があるとみなされるヘッジ

手段を個別対応させて行います。 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フローの変動の累計を比較し、両者の

変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を

評価しております。 

(2) 消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産

に係る控除対象外消費税及び地方消費税は発生事業年度の期間費用としており

ます。 

 

【会計方針の変更】 
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

 なお、これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与

える影響は軽微であります。 

 

【追加情報】 
（所有目的の変更） 

 販売用不動産として保有していた土地124,481千円を所有目的の変更により、

当事業年度に有形固定資産に振替えております。 
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【貸借対照表に関する注記】 
1. 関係会社に対する金銭債権  
  長期金銭債権(区分掲記したものを除く) 14,225千円

  関係会社に対する金銭債務  
  短期金銭債務 10,069千円

  長期金銭債務 154千円

2. 取締役、監査役に対する金銭債務 

  長期金銭債務 229,200千円 

3. 減価償却累計額 

有形固定資産 5,975,678千円 

4. 担保に供している資産及び担保に係る債務  

  ①担保に供している資産  

  現 金 及 び 預 金 200,000千円

  販 売 用 不 動 産 1,001,380千円

  建 物 1,168,373千円

  機 械 及 び 装 置 3,893千円

  土 地 1,501,997千円

  投 資 有 価 証 券 82,294千円

  合 計 3,957,939千円

  ②担保に係る債務 

  買 掛 金 22,684千円

  未 払 金 21千円

  短 期 借 入 金 1,280,000千円

  １年内返済予定の長期借入金 865,792千円

  長 期 借 入 金 1,533,948千円

  合 計 3,702,445千円

5. 保証債務 

  （金融機関等からの借入債務） 

  株 式 会 社 ワ イ シ ー シ ー 74,295千円

  株 式 会 社 Ｙ Ｃ Ｆ 30,912千円

6. 受取手形裏書譲渡高 401,421千円 

7. 事業年度末日満期手形 

 事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処

理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が事

業年度末日の残高に含まれております。 

   受取手形 12,003千円 
   裏書譲渡手形 23,128千円 
8. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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【損益計算書に関する注記】 
1. 関係会社との取引高の総額 

 営業取引 

  営業収益 21,014千円

  営業費用 239,328千円

 

2. 減損損失 

 当事業年度において、当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。 

主な用途 種類 金額（千円） 場所 

事業用資産 建物等 23,886千円 静岡県菊川市 

事業用資産 建物等 10,290千円 静岡県富士市 

事業用資産 建物等 6,299千円 静岡県焼津市 

 当社は、原則として事業用資産については管理会計上の区分で、賃貸用資産につい

ては個別物件単位でグルーピングを実施しております。上記グループの資産について

は、収益性が著しく低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（40,477千円）として特別損失に計上いたしました。 

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定した結果、その帳簿価額全額を減額し

ております。 

 

3. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当事業年度 
期首株式数 

(株) 

当事業年度 
増加株式数 

(株) 

当事業年度 
減少株式数 

(株) 

当事業年度 
期末株式数 

(株) 

 普通株式 560,180 52,123 － 612,303
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【税効果会計に関する注記】 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

流動の部 

 繰延税金資産 

  販 売 用 不 動 産 評 価 損 27,051千円

  賞 与 引 当 金 18,623千円

  製 品 評 価 損 17,559千円

  未 払 事 業 税 22,192千円

  未 成 工 事 支 出 金 28,948千円

  そ の 他 12,733千円

  小 計 127,108千円

  評 価 性 引 当 額 △54,412千円

  合 計 72,696千円

 繰延税金負債 －千円

 繰延税金資産の純額 72,696千円

固定の部 

 繰延税金資産 

  役 員 長 期 未 払 金 79,837千円

  貸 倒 引 当 金 58,437千円

  関 係 会 社 株 式 評 価 損 7,394千円

  固 定 資 産 減 価 償 却 超 過 額 51,598千円

  土 地 評 価 損 12,617千円

  そ の 他 41,759千円

  小 計 251,644千円

  評 価 性 引 当 額 △111,675千円

  合 計 139,969千円

 繰延税金負債 

  特 別 償 却 準 備 金 △396,289千円

  圧 縮 記 帳 積 立 金 △3,659千円

  そ の 他 △3,792千円

  合 計 △403,741千円

 繰延税金資産の純額 △263,772千円

 
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法 定 実 効 税 率 37.2％

（調整） 

 留 保 金 課 税 0.7％

 評 価 性 引 当 額 0.7％

 交際費等永久に損金算入されない項目 0.2％

 住 民 税 均 等 割 等 0.3％

 税 制 改 正 に 伴 う 税 率 差 異 △0.9％

 役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1.5％

 そ の 他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.5％
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【リースにより使用する固定資産に関する注記】 
1. 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  (1)リース資産の内容 

    環境事業の生産設備等(車両及び運搬具)であります。 

  (2)リース資産の減価償却の方法 

    【重要な会計方針】に記載のとおりであります。 

 

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引について、通常の賃貸借処理に係る方法に準じて行っております。 

 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
 （千円） （千円） （千円） 

機械及び装置 4,896 4,692 204

合計 4,896 4,692 204

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占めるその割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

1年内 204千円

合計 204千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 3,246千円

    （減価償却費相当額) 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 ⑤ 減損損失について 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

 
2. オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

1年内 35,179千円

1年超 281,438千円

合計 316,617千円
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【関連当事者との取引に関する注記】 
1. 役員及び個人主要株主等 

 種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係 

取引内容
取引金額
(千円)

科目 
期末残高
(千円) 

役員 吉田立志 
 

－ － 当社 
代表取締役

社長 

(被所有)
間接 
27.34 

－ － 工事の請負
注1 

19,005 － － 

役員 笠原弘道 
 

－ － 当社 
専務取締役

(被所有)
直接 
0.16 

－ － 工事の請負
注1 

21,299 － － 

役員 吉田尚洋 
 

－ － 当社 
常務取締役

－ － － 不動産の販
売 
注2 

43,437 － － 

 (注) １ 工事の請負については、住宅の改修または建築工事であり、販売価格は一般的な販売条件によって
おります。 

    ２ 不動産の販売については、当社分譲マンションの販売であり、販売価格は一般的な販売条件によっ
ております。 

    ３ 上記取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 

2. 子会社等 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 

取引内容 
取引金額
(千円)

科目 
期末残高
(千円) 

関 連 会 社
（当該関連
会社の子会
社を含む） 

静岡ニュー
タウン開発
㈱ 

静岡県
藤枝市

40,000 宅地建物取
引業 

(所有)
直接 
25.00 

役員の兼任 貸倒引当金戻入
額 
 
 
不動産の購入

5,462

19,872

関係会社長
期貸付金
注1 
貸倒引当金

97,500 
 
 

95,102 

 (注) １ 関係会社長期貸付金につきましては、同社への資金援助のため、当社他３社（年利１％）が低利で
貸し付けているものであります。なお、担保は受け入れておりません。 

    ２ 不動産の購入については、分譲宅地の購入であり、購入価格は一般的な購入条件によっておりま
す。 

    ３ 上記取引金額には消費税等が含まれておりません。 
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【１株当たり情報に関する注記】 
1. １株当たり純資産額 1,331円00銭

2. １株当たり当期純利益金額 162円54銭
 
 ※ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。 
 

 当期純利益 1,208,074千円

 普通株主に帰属しない金額 －千円

 普通株式に係る当期純利益 1,208,074千円

 普通株式の期中平均株式数 7,432,547株

  

 

【重要な後発事象に関する注記】 
 該当事項はありません。 
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会計監査人の監査報告書謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月20日
 

ヨシコン株式会社 
 

取 締 役 会  御 中

 
有限責任監査法人  トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 篠 原 孝 広 ㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 早 稲 田 宏 ㊞

 
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ヨシコン株式会社の平成

24年４月１日から平成25年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属

明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書

類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め

ている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入

手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬

による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立

案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適切な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。 
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監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期

間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。 

 

以 上 
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監査役会の監査報告書謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
平成25年５月24日 

 
ヨシコン株式会社 

 
代表取締役社長 吉 田 立 志 殿

 
ヨシコン株式会社  監査役会 

 
常勤監査役 中 村   昇 ㊞

 監 査 役 青 木   敬 ㊞
  監 査 役 松 山 和 弘 ㊞
 

当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第45期事業年
度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び報告を受け、協
議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 

1.  監査役の監査の方法の概要  
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い､ 取締役

会その他の重要な会議に出席するほか、取締役及びその使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、重要な決裁書類を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の
職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び
検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討
いたしました。 
さらに会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から 
｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）並びにその附属明細書に
ついて検討いたしました。 
 

2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 
以 上 

 (注) 監査役中村昇、監査役青木敬及び監査役松山和弘は、会社法第２条第16号及び第335条
第３項に定める社外監査役であります。 

 
以 上 
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 

 
1. 議決権の代理行使の勧誘者 
 

ヨ シ コ ン 株 式 会 社 
 
代表取締役社長  吉 田 立 志 

 
2. 議案及び参考事項 

第１号議案  剰余金の処分の件 
剰余金の処分につきましては、当期の業績、今後の事業展開のための内

部留保等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。 

１. 剰余金の処分に関する事項 

(1)増加する剰余金の項目及びその額 

別途積立金             300,000,000 円 

(2)減少する剰余金の項目及びその額 

繰越利益剰余金           300,000,000 円 

２. 期末配当に関する事項 

(1)株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額 

   当社普通株式１株につき金13円    総額96,433,285円 

(2)剰余金の配当が効力を生じる日 

   平成25年６月19日 

 

 第２号議案  定款一部変更の件 

１. 変更の理由 

 今後の事業展開に備えるため、事業目的を追加するものであります。 

２. 変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります（下線部は変更箇所）。 

現行定款 変更案 

第１章 総  則 

第２条（目的） 

 当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。 

 （１） 

       （条文省略） 

 （28） 

＜新設＞ 

 

（29）上記に附帯する一切の業務 

第１章 総  則 

第２条（目的） 

 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。 

 （１） 

       （条文省略） 

 （28） 

 （29）発電設備の売買、設計、施

工、保守、管理業務 

 （30）上記に附帯する一切の業務 

～～
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 第３号議案  取締役６名選任の件 

取締役吉田立志、吉田尚洋、笠原弘道、池田寛、大塚達郎、高田辰男の

６名は、本定時株主総会終結の時をもって任期が満了いたします。つき

ましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

取締役候補者は次のとおりであります。 
 

氏 名 
（生 年 月 日） 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

当社との 
特 別 の 
利害関係 

  株  

よし  だ  たつ  し 

吉 田 立 志 
(昭和26年 

９月13日生) 

昭和50年９月 当社入社 
昭和52年７月 取締役就任 
平成元年４月 専務取締役就任 
平成８年６月 代表取締役専務就任
平成12年４月 代表取締役副社長就

任 
平成17年６月 代表取締役社長就任

(現任) 

640 な し

  株  

よし  だ  なお  ひろ 

吉 田 尚 洋 
(昭和50年 

６月24日生) 

平成11年２月 当社入社 
平成18年４月 不動産開発事業本部

市場開発部長 
平成19年３月 不動産開発事業本部

副本部長兼企画室長
平成19年６月 取締役不動産開発事

業本部副本部長兼企
画室長 

平成21年７月 常務取締役管理本部
長兼不動産開発事業
本部副本部長兼企画
室長 

平成24年２月 常務取締役経営管理
本部長兼不動産開発
事業副本部長兼企画
室長 

平成25年４月 代表取締役副社長
（現任） 

250 な し
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氏 名 
（生 年 月 日） 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

当社との 
特 別 の 
利害関係 

  株  

かさ  はら  ひろ  みち 

笠 原 弘 道 
(昭和31年 

11月13日生) 

昭和54年４月 当社入社 
平成２年12月 管理部長 
平成５年４月 経理部長 
平成７年１月 不動産開発部長 
平成８年６月 取締役不動産開発部

長 
平成12年４月 取締役フューチャー

事業本部長 
平成13年６月 常務取締役フューチ

ャー事業本部長 
平成16年４月 常務取締役不動産開

発事業本部長 
平成18年４月 常務取締役不動産開

発事業本部統括常務
平成19年３月 専務取締役 
平成24年２月 専務取締役レジデン

ス事業本部長（現
任） 

12,950 な し

  株  

いけ  だ    ひろし 

池 田  寛 
(昭和30年 

６月３日生) 

昭和53年４月 当社入社 
平成６年６月 取締役製造部長 
平成11年３月 取締役ベンチャー事

業部長 
平成12年４月 取締役ベンチャー事

業本部長 
平成13年６月 常務取締役ベンチャ

ー事業本部長 
平成14年４月 常務取締役ベンチャ

ープロダクト事業本
部長 

平成16年４月 常務取締役製造販売
技術事業本部長 

平成18年４月 常務取締役環境事業
本部長（現任） 

12,650 な し
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氏 名 
（生年月日） 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

当社との 
特 別 の 
利害関係 

  株  

おお  つか  たつ  ろう 

大 塚 達 郎 
(昭和26年 

12月５日生) 

昭和49年４月 ㈱静岡銀行入行 
平成７年11月 清水北支店支店長就

任 
平成13年４月 個人部ローン事務セ

ンターセンター長就
任 

平成15年11月 当社へ出向 
       不動産開発事業本部

市場開発部長就任 
平成17年６月 取締役市場開発部長

就任 
平成18年４月 取締役不動産開発本

部長 
平成19年３月 常務取締役不動産開

発事業本部長(現任)

4,000 な し

  株  

たか  だ  たつ  お 

高 田 辰 男 
( 昭 和 3 1 年 
１月11日生) 

平成７年４月 当社入社 
平成９年４月 不動産開発部設計室

長 
平成11年４月 ベンチャー事業部設

計室マネージャー 
平成12年４月 フューチャー事業部

設計室グループゼネ
ラルリーダー 

平成13年４月 フューチャー事業部
一級建築士事務所長

平成17年６月 執行役員 
       不動産開発事業本部

一級建築士事務所長
平成22年２月 執行役員 
       不動産開発事業本部

一級建築士事務所長
兼エンブルネット事
業部長 

平成22年６月 取締役不動産開発事
業本部一級建築士事
務所長兼エンブルネ
ット事業部長 

平成24年２月 取締役レジデンス事
業本部副本部長兼企
画管理部長 

平成24年12月 取締役レジデンス事
業本部副本部長兼エ
ンブル事業部長（現
任） 

― な し
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第４号議案  役員賞与支給の件 

当期末時点の取締役６名及び監査役３名に対し、当期の業績等を総合的

に勘案して、役員賞与総額80,000千円（取締役分79,000千円、監査役分

1,000千円）を支給することといたしたいと存じます。 

 

以 上 
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MEMO 
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MEMO 
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